
金融庁は、2024年11月26日「企業内容等の開
示に関する内閣府令」等の改正（案）を公表した。

1.ﾠ改正の背景・概要
金融庁では、令和5年度の有価証券報告書レビュ

ーにおいて、「株式の保有状況」の開示のうち、い
わゆる政策保有目的から純投資目的に保有目的を変
更した株式の開示状況を検証したところ、実質的に
政策保有株式を継続保有していることと差異がない
状態になっているとの課題を識別した。
また、令和6年6月に公表された「コーポレート

ガバナンス改革の実践に向けたアクション・プログ
ラム2024」においても、コーポレートガバナンス
の観点からこの課題が指摘され、制度改正等の今後
の方向性が提言されていた。
さらに、令和6年8月に公表された「2024事務年

度金融行政方針」において、「政策保有株式の開示
の適切性について有価証券報告書レビュー等で検証
を行うとともに、政策保有株式に係る開示事項の追
加等を検討する」との方針を示しているところであ
るとされている。
こうした経緯を踏まえ、今般、有価証券報告書及

び有価証券届出書（以下「有価証券報告書等」）に
おける「株式の保有状況」の開示に関して、以下の
改正を行う。

【企業内容等の開示に関する内閣府令の改
正】
当期を含む最近5事業年度以内に政策保有目的か

ら純投資目的に保有目的を変更した株式（当事業年
度末において保有しているものに限る。）について、

以下の開示を求める。
・銘柄
・株式数
・貸借対照表計上額
・保有目的の変更年度
・保有目的の変更の理由及び変更後の保有又は売却
に関する方針

【企業内容等の開示に関する留意事項につい
て（開示ガイドライン）の改正】
従前のパブリックコメントの回答内容等を踏ま
え、「純投資目的」の考え方を明示する。

2.ﾠ施行・適用について（予定）
改正後の規定は公布の日から施行する予定とされ
ている。
なお、改正後の「企業内容等の開示に関する内閣
府令」等の規定は、令和7年3月31日以後に終了す
る事業年度に係る有価証券報告書等から適用予定と
されている。

意見募集期間は令和6年12月26日（木）までと
されている。

詳細については以下のウェブページを参照いただ
きたい。
　「企業内容等の開示に関する内閣府令」等の改正
（案）の公表について（政策保有株式の開示関係）：
金融庁

以　上

会計・監査

金融庁：「企業内容等の開示に関する内閣
府令」等の改正（案）の公表（政策保有
株式の開示関係）
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